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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第76期
第２四半期
連結累計期間

第77期
第２四半期
連結累計期間

第76期

会計期間
自 2020年10月１日
至 2021年３月31日

自 2021年10月１日
至 2022年３月31日

自 2020年10月１日
至 2021年９月30日

売上高 (千円) 4,985,992 2,856,360 6,894,583

経常利益 (千円) 358,149 43,690 217,227

親会社株主に帰属する四半期純
利益又は親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失（△）

(千円) 293,496 △171,165 △977,219

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,210,909 328,426 △771,166

純資産 (千円) 5,053,284 5,860,145 3,376,708

総資産 (千円) 8,131,641 7,242,428 5,291,867

１株当たり四半期純利益又は１
株当たり四半期(当期)純損失
（△）

(円) 5.00 △1.54 △16.48

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 4.89 ― ―

自己資本比率 (％) 61.9 79.6 63.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,603,270 △1,480,926 4,299,596

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,072,935 △839,848 1,058,768

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △3,149,039 2,533,450 △3,740,801

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,995,524 2,307,122 2,085,918
 

 

回次
第76期
第２四半期
連結会計期間

第77期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年１月１日
至 2021年３月31日

自 2022年１月１日
至 2022年３月31日

１株当たり四半期純損益（△は損
失）　

(円) 0.63 △0.17
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第77期第２四半期連結累計期間及び第76期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

 
(リアルエステート事業)

第１四半期連結会計期間において、NC MAX WORLD株式会社の株式取得に伴い、同社を連結の範囲に含めてお

ります。

 
(その他)

当第２四半期連結会計期間において、当社の非連結子会社であった株式会社ハンドレッドイヤーズ（旧社

名：株式会社ＡＥテクノロジーズ）を重要性が増したことにより連結の範囲に含めております。

 
(全社)

第１四半期連結会計期間において、連結子会社でありましたGoldsino Investments Limitedの株式の全てを

売却し、また当第２四半期連結会計期間において連結子会社であったAllid Crown Investments Limitedの株式

の全てを売却したため連結の範囲から除外しております
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている以下の主要なリスクが発生しております。なお、文中の将来に関する事項は本書提出日現在において判断した

ものです。

当社グループは、前連結会計年度まで３期連続で親会社株主に帰属する当期純損失を計上しており、継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

しかしながら、当第２四半期連結累計期間の末日において、第三者割当増資及び新株予約権発行により23億７百万

円の現金及び預金を有しており、当面の事業資金を確保していることから資金繰り上の懸念はありません。

また、第１四半期連結会計期間において、不動産コンサルティング事業とマンション用の土地開発事業に強みを持

つNC MAX WORLD株式会社（以下、「ＮＣＭＷ社」という。）の発行済株式の49％を取得し、ＮＣＭＷ社の取締役会の

過半数を当社の役職員が兼務就任することで連結子会社とし、当第２四半期連結会計期間において完全子会社化した

ことにより、当社グループの更なる事業拡大を図ってまいります。

以上を鑑み、2022年９月期の業績見通しにつきましては、売上高98億３百万円（前年同期比42.2％増）、営業利益

12億10百万円（前年同期比261.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益４億円を見込んでおります。

従いまして、当第２四半期連結累計期間の末日において、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められない

ものと判断しております。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものです。

(１) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済状況は、新型コロナウイルス感染症において新たな変異ウ

イルスが発生するなど未だに収束の気配を見せないまま不安定な状況が続きました。

このような状況の中、当社グループはＮＣＭＷ社を子会社化し、リアルエステート事業をさらに充実させる

ことで、不動産コンサルティング事業と合わせた事業収益拡大の体制が整えつつあります。

ただし、大型所有不動産の売却時期が後倒しになったこと等の影響により、当第２四半期連結累計期間の業

績は、売上高28億56百万円（前年同四半期売上高49億85百万円）、営業利益54百万円（前年同四半期営業利益

４億47百万円）、経常利益43百万円（前年同四半期経常利益３億58百万円）、親会社株主に帰属する四半期純

損失１億71百万円（前年同四半期親会社株主に帰属する四半期純利益２億93百万円）となりました。
 

 セグメントの業績は次のとおりであります。

「ゴルフ・リゾート事業」は前連結会計年度に事業を譲渡したためセグメントを廃止しており、当第２四半

期連結累計期間の比較分析は変更後の区分に基づいております。

　なお、以下の売上高にはセグメント間の内部売上高または振替高を含んでおります。

① リアルエステート事業　

 リアルエステート事業におきましては、売上高31億38百万円（前年同四半期売上高38億84百万円）、営

業利益４億32百万円（前年同四半期営業利益５億６百万円）となりました。

➁ 不動産コンサルティング事業

　不動産コンサルティング事業におきましては、コンサルティング収入が減少し、売上高３億76百万円

（前年同四半期売上高７億87百万円）、営業損失21百万円（前年同四半期営業利益１億８百万円）となり

ました。

③その他事業

 その他事業におきましては、当第２四半期連結会計期間より、売上高48百万円、営業利益６百万円とな

りました。
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(２) 財政状態の分析

　① 資産

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて19億50百万円増加し、72億42百万円と

なりました。

 流動資産は24億62百万円増加し51億18百万円、固定資産は５億11百万円減少し21億23百万円となりまし

た。流動資産増加の主な要因は、販売用不動産の増加16億30百万円、現金及び預金の増加２億21百万円など

です。

 固定資産の減少の内訳は、有形固定資産の減少２億４百万円、無形固定資産の増加14億40百万円、投資そ

の他の資産の減少17億47百万円であります。その主な要因は、無形固定資産ののれんの増加14億41百万円、

投資有価証券の減少17億27百万円などです。

　② 負債

　当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて５億32百万円減少し、13億82百万

円となりました。負債減少の主な要因は、借入金の減少４億64百万円などです。

　③ 純資産

　当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて24億83百万円増加し、58億60百

万円となりました。純資産増加の主な要因は、株主資本の増加19億42百万円などによるものです。

 
(３) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ２億21百万円増加し、23億７百万円となりました。

 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により減少した資金は14億80百万円（前年同四半期は36億３百万円の増加）となりました。主な

要因は、たな卸資産の増加額７億95百万円、未払金及び未払費用の減少額１億９百万円、未払消費税等の減

少額２億85百万円、税金等調整前四半期純損失４百万円などによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により減少した資金は８億39百万円（前年同四半期は10億72百万円の増加）となりました。主な

要因は、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出９億86百万円、貸付金の回収による収入１億

64百万円などによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により増加した資金は25億33百万円（前年同四半期は31億49百万円の減少）となりました。主な

要因は新株の発行による収入40億50百万円、短期借入金の返済による支出５億円、連結の範囲の変更を伴わ

ない子会社株式の取得による支出20億円などです。

 

（４） 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の重要な会計上の見積りに用いた仮定の記載に重要な変更はありません。

 
(５) 事業上及び財務上の優先的に対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありま

せん。

 

(６) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(７) 受注及び販売の実績

当社グループのリアルエステート事業について、当第２四半期連結累計期間における販売実績は、前期と同

水準に戻りつつあります。
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３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 645,771,404

計 645,771,404
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2022年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(2022年５月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 167,942,851 167,942,851

東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

（第２四半期会計期間末現在）
スタンダード市場
（提出日現在）

単元株式数は
100株であります。

計 167,942,851 167,942,851 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

第６回新株予約権(2022年１月14日発行）

決議年月日 2021年12月30日

新株予約権の数※   　600,000個 [535,000個]（注）１・２

新株予約権のうち自己新株予約権の数※ ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数　※  普通株式　60,000,000株 [53,500,000株]（注）４

新株予約権の行使時の払込金額※    　58円　（注）３

新株予約権の行使期間※ 2022年１月14日～2024年１月12日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額※

         発行価格   １株当たり58円

　　　　 資本組入額　１株当たり29円

新株予約権の行使の条件※ （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項※
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を
要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ （注）６・７
 

※新株予約権の発行時（2022年１月14日）における内容を記載しております。なお、新株予約権の発行時から提出日の

前月末（2022年4月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に記載してお

り、その他の事項については新株予約権の発行時における内容から変更はありません。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数（以下「割当株式数」という。）は、100株であります。

２．本新株予約権は以下のとおりであります。

（1）本新株予約権の目的となる株式の種類及び総数は、当社普通株式53,500,000株(本新株予約権１個あたり

の目的である株式の数で確定しており、株価の上昇又は下落により行使価額が修正されても変化しな

い。なお、本欄（2）により行使価額が修正された場合、本新株予約権による資金調達の額は増加又は減
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少する。

（2）割当株式数の上限

　53,500,000株(本四半期報告書提出日現在の当社発行済普通株式総数に対する割合は、31.86％(小数第

３位の端数を四捨五入した値))。但し、注５．に記載のとおり、調整される場合がある。

（3）新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額

　3,103,000,000円

（4）当社の請求による本新株予約権の取得

　本新株予約権には、当社の決定により、本新株予約権の全部又は一部を取得することを可能とする条

項が設けられている。

３．（1）当社は、本新株予約権の発行後、下記(2)に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じ

る場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）

をもって行使価額を調整する。

 
既発行普通株式数＋

交付株式数×１株当たりの払込金額

　　調整後行使価額＝調整前行使価額　× 1株当たりの時価

 既発行普通株式数＋交付株式数
 

（2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定め

るところによる。

①下記（4）②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する場合（無償割当てに

よる場合を含む。）（但し、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請

求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当

社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除

く。）

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場

合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる交付につき株主に割当てを受ける権利を与えるための

基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②普通株式について株式の分割をする場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

③下記(4)②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は

下記(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予

約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与する場合

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部にかかる取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で

行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場合

は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受

ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに下記(4)②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤上記①から④までの各取引において、株主に割当を受ける権利を与えるための基準日が設定され、かつ

各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件としてい

るときには上記①から④にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適

用する。

この場合において当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使した本新

株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。

 
（調整前行使価額―調整後行使価額）×

調整前行使価額により当該期間内に交付さ
れた株式数　　株式数＝

 調整後行使価額
 

（3）行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合

は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を

調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引

いた額を使用する。
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（4）①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものと

する。

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始ま

る30取引日（終値のない日を除く。）の株式会社東京証券取引所スタンダード市場における当社普

通株式の普通取引の終値の単純平均値とする。この場合、単純平均値の計算は、円位未満小数第２

位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある

場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前

の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控

除した数とする。

（5）上記(2)の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額

の調整を行う。

①株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要

とするとき。

②その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整

を必要とするとき。

③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

（6）行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者

に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日

その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以

降速やかにこれを行う。

４．（1）本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式53,500,000株とする（割当株式数100

株とする）。但し、下記(2)により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式

の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。

（2）当社が（注）４．の規定に従って行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整

される。但し、かかる調整は当該時点において未行使の本新株予約権にかかる割当株式数についての

み行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価

額及び調整後行使価額は、（注）４に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

 
調整前割当株式数×調整前行使価額

　　調整後割当株式数＝

 調整後行使価額
 

５．権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

①本新株予約権の行使により、行使に係る本新株予約権の新株予約権者が保有することとなる当社株式数

が、本新株予約権の発行決議日（2021年12月30日）時点における当社発行可能株式総数（645,771,404株）

の10％（64,577,140株）を超えることとなる場合の、当該10%を超える部分に係る新株予約権の行使はでき

ない。

②本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとな

るときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

③各本新株予約権の一部行使はできない。

６．当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

　　該当事項はありません。

７．当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分

割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式移転完全子会社となる株

式移転（以下「組織再編行為」と総称する。）を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生日の直前におい

て残存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新

設分割設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社（以下「再編当事会社」と総称する。）

は以下の条件に基づき本新株予約権にかかる新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものとする。

（1）新たに交付される新株予約権の数

　　 新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。
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    　　　　 調整後の1個未満の端数は切り捨てる。

　（2) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類

             再編当事会社の同種の株式

（3）新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法

             組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の1株未満の端数は切り上げる。

（4）新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

             組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の1円未満の端数は切り上げる。

（5）新たに交付される新株予約権にかかる行使期間、当該新株予約権の行使により株式を発行する場合にお

ける増加する資本金及び資本準備金、再編当事会社による当該新株予約権の取得事由、組織再編行為の

場合の新株予約権の交付、新株予約権証券及び行使の条件

             組織再編行為に際して決定する。

（6）新たに交付される新株予約権の譲渡による取得の制限

    新たに交付される新株予約権の譲渡による取得については、再編当事会社の取締役会の承認を要する。
 

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 
第２四半期会計期間
(2022年１月１日から
2022年３月31日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等の数(個)

65,000

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) 6,500,000

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) 58.0

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額(千円) 377,000

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)

65,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)

6,500,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)

58.0

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等に係る累計の資金調達額(千円)

377,000

 

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

   2022年１月１日～
   2022年３月31日

96,500,000 167,942,851 2,218,472 6,571,097 2,218,472 6,610,663
 

（注）１．2022年１月14日第三者割当増資を行っております。

　　　　　発行済株式総数90,000,000株、発行価格4,050,000,000円、1株当たりの金額45円、資本組入額2,025,000千円

割当先　アクセスアジア株式会社、株式会社エム・クレド

２．2022年２月２日新株予約権の行使により、発行済株式総数6,500,000株、新本金及び資本準備金がそれぞれ

193,472千円増加しております。

 
 
 

(5) 【大株主の状況】

2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(百株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

EDINET提出書類

株式会社アジアゲートホールディングス(E00263)

四半期報告書

10/33



アクセスアジア株式会社 埼玉県戸田市喜沢南２丁目６－28 340,594 20.28

劉　燕 東京都港区 63,460 3.77

村田　武彦 東京都大田区 62,084 3.69

江川　源 東京都品川区 47,670 2.83

占　永海 埼玉県戸田市 38,700 2.30

黄　俊利 千葉県浦安市 33,000 1.96

浅野　利広 山形県山形市 29,893 1.77

江川　麗子 東京都品川区 24,090 1.43

鶴田　亮司 東京都大田区 22,000 1.30

河田　敏秀 東京都文京区 16,129 0.96

計 ― 677,620 40.34
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

― ―
200

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,679,326 ―
167,932,600

単元未満株式
普通株式

― ―
10,251

発行済株式総数 167,942,851 ― ―

総株主の議決権 ― 1,679,326 ―
 

(注)「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が200株含まれておりま

す。また「単元未満株式」欄の普通株式には自社保有の自己株式２株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社アジアゲート
ホールディングス

東京都港区赤坂
五丁目３番１号

200 ― 200 0.00

計 ― 200 ― 200 0.00
 

 

２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　(1) 役職の異動

 新役職名 旧役職名 氏名 生年月日 異動年月日 任期 所有株式数

 取締役会長 代表取締役会長 松沢　淳 1965年６月９日 2021年12月30日 （注） 　　―

 代表取締役社長 　　　― 田野　大地 1970年２月10日 2021年12月30日 （注） 　　―
 

（注）2022年９月期に係る定時株主総会の終結の時までであります。

 
　(2) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　　　男性9名　女性0名（役員のうち女性の比率0％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年１月１日から2022年

３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年10月1日から2022年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表に

ついて、フロンティア監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　第76期連結会計年度　ＲＳＭ清和監査法人

　第77期第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間　フロンティア監査法人
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,085,918 2,307,122

  売掛金 3,591 45,571

  商品 ― 258,031

  原材料及び貯蔵品 208 173

  販売用不動産 345,057 1,975,922

  未収入金 31,274 61,992

  その他 190,278 474,011

  貸倒引当金 ― △4,192

  流動資産合計 2,656,328 5,118,632

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 249,156 152,907

   工具、器具及び備品（純額） 25,182 22,631

   土地 69,272 688

   リース資産 ― 22,659

   建設仮勘定 64,000 ―

   その他（純額） ― 3,849

   有形固定資産合計 407,611 202,735

  無形固定資産   

   のれん 258,193 1,699,476

   その他 6,881 6,025

   無形固定資産合計 265,074 1,705,502

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,727,050 ―

   関係会社株式 10,000 ―

   長期貸付金 ― 25,000

   繰延税金資産 109,729 91,382

   その他 116,218 124,421

   貸倒引当金 △146 △25,246

   投資その他の資産合計 1,962,851 215,558

  固定資産合計 2,635,538 2,123,795

 資産合計 5,291,867 7,242,428
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ― 20,000

  短期借入金 30,000 600,000

  1年内返済予定の長期借入金 532,090 10,920

  1年内償還予定の社債 87,840 ―

  未払法人税等 72,724 58,970

  未払消費税等 282,322 34,700

  賞与引当金 ― 9,552

  その他 279,515 349,138

  流動負債合計 1,284,492 1,083,281

 固定負債   

  長期借入金 537,366 24,460

  長期預り金 ― 155,701

  繰延税金負債 18,796 23,201

  役員退職慰労引当金 20,743 17,334

  退職給付に係る負債 1,031 461

  資産除去債務 32,229 32,354

  その他 20,500 45,489

  固定負債合計 630,666 299,001

 負債合計 1,915,158 1,382,283

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,213,968 6,571,097

  資本剰余金 4,821,748 4,580,149

  利益剰余金 △5,210,728 △5,383,593

  自己株式 △41 △41

  株主資本合計 3,824,947 5,767,611

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △491,535 ―

  為替換算調整勘定 27,640 ―

  その他の包括利益累計額合計 △463,895 ―

 新株予約権 5,655 82,533

 非支配株主持分 10,000 10,000

 純資産合計 3,376,708 5,860,145

負債純資産合計 5,291,867 7,242,428
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 4,985,992 2,856,360

売上原価 3,728,578 1,854,673

売上総利益 1,257,413 1,001,686

販売費及び一般管理費 ※1  809,683 ※1  947,402

営業利益 447,729 54,284

営業外収益   

 受取利息 6,541 28

 受取配当金 ― 6

 受取給付金 9 ―

 業務受託料 69 ―

 貸倒引当金戻入額 1,635 ―

 助成金収入 8,405 ―

 その他 6,222 4,175

 営業外収益合計 22,884 4,209

営業外費用   

 支払利息 71,830 13,906

 支払手数料 40,451 ―

 その他 182 897

 営業外費用合計 112,464 14,803

経常利益 358,149 43,690

特別利益   

 投資有価証券売却益 9,818 ―

 関係会社株式売却益 ― 22,039

 訴訟損失引当金戻入額 1,562 ―

 その他 742 3,975

 特別利益合計 12,123 26,014

特別損失   

 固定資産除売却損 ― 13,576

 投資有価証券売却損 10,287 ―

 関係会社株式売却損 9,986 61,019

 特別損失合計 20,273 74,595

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

349,999 △4,890

法人税等 56,503 130,577

四半期純利益又は四半期純損失（△） 293,496 △135,468

非支配株主に帰属する四半期純利益 ― 35,697

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

293,496 △171,165
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 293,496 △135,468

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 816,312 491,535

 為替換算調整勘定 101,101 △27,640

 その他の包括利益合計 917,413 463,895

四半期包括利益 1,210,909 328,426

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,210,909 364,124

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― △35,697
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

349,999 △4,890

 減価償却費 16,502 15,917

 のれん償却費 34,047 197,973

 新株予約権戻入益 △742 △3,975

 長期前払費用の増減額（△は増加） ― 730

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,368 72

 賞与引当金の増減額（△は減少） △5,916 △4,776

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,447 △570

 その他の引当金の増減額（△は減少） △4,721 △3,409

 受取利息及び受取配当金 △6,541 △33

 投資有価証券売却損益（△は益） 469 ―

 関係会社株式売却損益（△は益） 9,986 38,979

 固定資産除却損 ― 13,576

 支払利息 71,830 13,906

 売上債権の増減額（△は増加） 17,256 △41,980

 棚卸資産の増減額（△は増加） 3,263,432 △795,032

 未収入金の増減額（△は増加） 20,549 24,215

 前渡金の増減額（△は増加） 5,134 △27,753

 預け金の増減額（△は増加） ― 28

 未収消費税等の増減額（△は増加） 56,551 △110,584

 仕入債務の増減額（△は減少） 3,818 20,000

 未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △51,756 △109,366

 未払消費税等の増減額（△は減少） 135,900 △285,773

 前受金の増減額（△は減少） 1,131 10,830

 前受収益の増減額（△は減少） △88,464 △73,124

 その他 △117,880 △234,871

 小計 3,707,770 △1,359,911

 利息及び配当金の受取額 4,005 1,103

 利息の支払額 △71,832 △13,906

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 1,327 △108,211

 損害賠償金の支払額 △38,000 ―

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,603,270 △1,480,926

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △853 △14,246

 無形固定資産の取得による支出 ― △4,164

 投資有価証券の売却による収入 551,948 ―

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

346,302 ―

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

― △986,150

 関係会社株式の売却による収入 14,404 ―

 定期預金の払戻による収入 70,500 ―

 貸付金の回収による収入 96,634 164,776

 非連結子会社の増資引受による支出 △47,000 ―

 その他 41,000 △63

 投資活動によるキャッシュ・フロー 1,072,935 △839,848
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 ― 570,000

 短期借入金の返済による支出 △338,625 △500,000

 長期借入金の返済による支出 △2,859,763 △243,820

 株式の発行による収入 ― 4,050,000

 新株予約権の発行による収入 ― 91,800

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 49,350 565,470

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

― △2,000,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー △3,149,039 2,533,450

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,527,167 212,674

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ― 8,529

現金及び現金同等物の期首残高 468,356 2,085,918

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,995,524 ※1  2,307,122
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間において、株式の売却によりGoldsino Investments Limitedを連結の範囲から除外し

ております。当第２四半期連結会計期間におきましても株式の売却によりAllid Crown Investments Limitedを連

結の範囲から除外しております。

第１四半期連結会計期間において、株式の取得によりNC MAX WORLD株式会社を連結の範囲に含めております。

また、当第２四半期連結会計期間より当社の非連結子会社であった株式会社ハンドレッドイヤーズ（旧社名：株

式会社ＡＥテクノロジーズ）は重要性が増したため連結の範囲に含めております。

なお、当該連結の範囲の変更は、当第２四半期連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影

響を与えることが確実であると認められ、その影響の概要は、連結貸借対照表の資産合計及び負債合計の増加、

連結損益計算書の売上高等の増加であります。

 
(会計方針の変更等)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。収益認識会

計基準等の適用による変更点は次のとおりであります。

 

　代理人取引に係る収益認識

一部の取引について、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していましたが、顧客への財又はサー

ビスの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先

に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしております。

 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は２億33百万円減少し、売上原価は２億33百万円減少してお

りますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益へ与える影響はありません。また、利益剰余金

の当期首残高へ与える影響はありません。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経

過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載

しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第1四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年7月4日）第44－2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影

響はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

当社及び国内の一部の連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において

創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われ

た項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」

（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につ
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いて、改正前の税法の規定に基づいております。

 
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

当社グループの事業活動は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けておりましたが、今後、翌期以降に向け

て、新型コロナウイルス感染症の影響が徐々に縮小していくと仮定して、会計上の見積り（固定資産の減損、繰

延税金資産の回収可能性）を行っております。

なお、現在入手可能な情報に基づいて会計上の見積り・判断を行っておりますが、新型コロナウイルス感染症

拡大の状況や影響については不確定要素が多いため、その状況によっては今後の当社グループの財政状態、経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

　該当事項はありません。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※１.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年10月１日
　　至　2021年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年10月１日
　　至　2022年３月31日）

給与手当 215,450 千円 121,562 千円

退職給付費用 2,654  1  
役員退職慰労引当金繰入額 △1,766  △3,409  
支払手数料 34,347  191,693  
のれん償却費 34,047  197,973  
貸倒引当金繰入額 320  72  
ポイント引当金繰入額 2,882  ―  
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
至 2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
至 2022年３月31日)

現金及び預金勘定 1,995,524 千円 2,307,122 千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 ―  ―  

現金及び現金同等物 1,995,524  2,307,122  
 

 

 
 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自　2020年10月１日　至　2021年３月31日）

該当事項はありません。　

 

当第２四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年３月31日）

　　（株主資本の著しい変動）

 当社は、2022年１月14日を払込期日とする第三者割当による新株式90,000,000株の発行により、資本金及び

資本剰余金がそれぞれ2,025,000千円増加しております。

 さらに2022年２月２日の新株予約権の行使による払込みにより、資本金及び資本剰余金がそれぞれ193,472

千円増加しております。

　この結果、当第２四半期会計期間末において、資本金は6,571,097千円、資本剰余金は4,580,149千円となっ

ております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2020年10月１日　至　2021年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 報告セグメント

調整額

(千円)

(注)２

連結財務
諸表計上額
（千円）
(注)３

 
ゴルフ・リ
ゾート事業
(千円)

リアルエス
テート事業
(千円)

不動産コン
サルティン
グ事業
（千円）

合計
（千円）

売上高       

外部顧客への売上高 320,128 3,878,077 787,786 4,985,992 ― 4,985,992

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 6,000 ― 6,000 △6,000 ―

　　　　　計 320,128 3,884,077 787,786 4,991,992 △6,000 4,985,992

セグメント利益 53,028 506,252 108,533 667,815 △220,085 447,729
 

(注) １.　ファイナンス事業に該当する取引が存在しないため、「その他」は記載しておりません。

２.　セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに帰属しない全社費用△214,085千円及びセグメント間取引

消去△6,000千円であります。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない親会社の一般管理費でありま

す。

３.　セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　前連結会計年度より、株式会社ＮＳアセットマネジメント及び株式会社ＮＳインシュアランスを連結の範囲に含

めたことにより、報告セグメントに「不動産コンサルティング事業」を追加しております。

　また、前連結会計年度に南野建設株式会社の全株式を売却し、連結の範囲から除外したことに伴い、当第１四半

期連結会計期間より、「建設事業」セグメントを廃止しております。

さらに、当第２四半期連結会計期間において、連結子会社である株式会社Ａ.Ｃインターナショナル及び株式会社

ワシントンの株式、ゴルフ事業用の不動産等を売却し、2021年１月１日をみなし売却日として連結の範囲から除外

しております。

この結果、前連結会計年度末に比べ、当第２四半期連結累計期間の報告セグメントの資産の金額は、「ゴルフ・

リゾート事業」において、917,561千円減少しております。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項

　該当事項はありません。

 
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2021年10月１日　至　2022年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 報告セグメント

調整額

(千円)

(注)２

連結財務
諸表計上額
（千円）
(注)３

 
リアルエステート

事業
(千円)

不動産
コンサルティング

事業
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

売上高       

外部顧客への売上高 2,432,275 376,084 48,000 2,856,360 ― 2,856,360

セグメント間の内部
売上高又は振替高

706,000 ― ― 706,000 △706,000 ―

　　　　　計 3,138,275 376,084 48,000 3,562,360 △706,000 2,856,360

セグメント利益又
は損失

432,276 △21,011 6,008 417,273 △362,988 54,284
 

(注) １.　「その他」の区分は、株式会社ハンドレッドイヤーズが行うヘルスケア事業であります。

２.　セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに帰属しない全社費用△362,988千円であります。全社費用

は主に報告セグメントに帰属しない親会社の一般管理費であります。
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　　 ３.　セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４. 「ゴルフ・リゾート事業」は、前連結会計年度に事業を譲渡したため、記載しておりません。

 
２．報告セグメントの変更に関する事項

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益

認識に関する会計処理方法を変更したため、報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の算定方法を同様に

変更しております。当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の不動産コンサルティン

グ事業の売上高が233,962千円減少しておりますが、セグメント利益又は損失へ与える影響はありません。

 
３．報告セグメントごとの資産に関する情報

（子会社の増加による資産の著しい増加）

第１四半期連結会計期間において、「リアルエステート事業」を構成しているNC MAX WORLD株式会社の株式を

取得し、連結の範囲に含めたことにより、前連結会計年度の末日に比べ、「リアルエステート事業」のセグメン

ト資産が、4,461,143千円増加しております。

 
４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(のれんの金額の重要な変動)

「リアルエステート事業」のセグメントにおいて、第１四半期連結累計期間にNC MAX WORLD株式会社の株式を

取得いたしました。当該事象によるのれんの増加額は、当第２四半期連結累計期間においては1,475,331千円であ

ります。

なお、当該のれんの金額は、当第２四半期連結会計期間において取得原価の配分が完了していないため、暫定

的に算出された金額であります。

(有価証券関係)

その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比して

著しい変動が認められるため記載しております。

 
前連結会計年度（2021年９月30日）

その他有価証券で時価のあるもの

   （単位：千円）

種　類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差　額

(1）株　　　式 3,167,201 1,727,050 △1,440,150

(2）債　　　券    
(3）そ　の　他    

合　　計 3,167,201 1,727,050 △1,440,150
 

 
 

当第２四半期連結会計期間（2022年３月31日）

その他有価証券で時価のあるもの
   （単位：千円）

種　類 取得原価 四半期連結貸借対照表計上額 差　額

(1）株　　　式 0 0 0

(2）債　　　券    
(3）そ　の　他    

合　　計 0 0 0
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当第２四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年３月31日）

  

報告セグメント
合計
（千円）

リアルエステート

事業

（千円）

不動産

コンサルティング事業

（千円）

その他
 （千円）

 
一時点で移転される財
 
一定の期間にわたり移転される財

2,394,546
 
―

276,429
 

95,032

48,000
 
 ―

2,718,975
 

95,032

 顧客との契約から生じる収益 2,394,546 371,461 48,000 2,814,008

 その他の収益 37,729 4,622 ― 42,352

 外部顧客への売上高 　2,432,275 376,084 48,000 2,856,360
 

 
 
 
(企業結合等関係)

（子会社株式の譲渡）

当社は、2022年２月24日付で、当社が発行済株式の100％を保有する連結子会社「Allid Crown Investments

Limited」の発行済株式の全てを譲渡いたしました。

 
１．事業分離の概要

 (1）分離先企業の名称

先方との取り決めにより非開示とさせていただきます。

 (2）分離した事業の内容

Allid Crown Investments Limited

 (3）事業分離を行った主な理由

今後の当社グループ経営を慎重に検討した結果、全株式の譲渡を決定いたしました。

 (4）事業分離日

　　 2022年２月24日
 

 (5）法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を株式とする株式譲渡
 

２．実施した会計処理の概要

 (1）移転損益の金額

関係会社株式売却損　61,019千円

 
 (2）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

 流動資産
　　   
―　

千円

 固定資産 1,234,810  

 資産合計 1,234,810  

 流動負債 　　 ―  

 固定負債     ―  

 負債合計     ―  
 

 (3）会計処理

Allid Crown Investments Limitedの株式の連結上の帳簿価額の合計額と売却価額の差額を関係会社株式売却

損として特別損失に計上しております。

 
３．分離した事業が含まれていた報告セグメント
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　 全社資産

４．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　　 該当事項はありません。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は

以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

(1)１株当たり四半期純損益金額（△は損失） ５円00銭 △1円 54銭

    (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純損益金額（△は損
失）　　  （千円）

293,496 △171,165

   普通株主に帰属しない金額               (千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期　　   
純損益金額（△は損失）                （千円）

293,496 △171,165

   普通株式の期中平均株式数         　　 (千株) 58,701 111,447

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ４円89銭 ―

　　（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 （千円） 303 ―

（うち支払利息（税額相当額控除後）　（千円）） (303)  (―)

   普通株式増加数　　　　　　　　　　　　 （千株） 1,440 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

― ―

 

（注）１.当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

当社は、2022年4月28日及び2022年5月11日におきまして「第三者割当による新株式及び第6回新株予約権の発行に関す

るお知らせ（2021年12月7日付）」にて公表しておりました「第三者割当による新株式発行（以下、「本新株式」とい

う。）により調達する資金の具体的な使途」と「第6回新株予約権（以下、「本新株予約権」という。）の発行により調

達する資金の具体的な使途及び支出予定時期」について、下記のとおり変更することを決定いたしました。

 
１．資金使途の変更の理由

現在、本新株予約権の行使状況について、行使予定日（2022年2月28日）までに本新株予約権の行使による資金が不足

する見通しであることから、本新株式により調達した資金（4,050百万円）の具体的な使途として、沖縄県不動産4物件

（金額：1,046百万円、支出予定時期：2022年1月～4月）の一部を、本新株予約権の行使により調達する資金の具体的な

使途である、東京都内マンション用地取得資金（取得金額：700百万円、支出予定時期：2022年2月）に充当し、子会社

である株式会社ハンドレッドイヤーズに対するヘルスケア事業における商品仕入資金（仕入金額：300百万円、支出予定

時期2022年2月）の貸付に充当する旨変更を行うものであります。また、本新株予約権の調達資金の一部を沖縄4案件取

得に充当することといたします。　

 
２．資金使途変更の概要

（１）本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途の変更

（変更前）

具体的な使途 金額　百万円 支出予定時期

①子会社取得に係る株式追加取得資金（ＮＣ

社）

 
2,000

 
2022年2月

②事業譲受及び子会社取得に係る追加資金（Ｎ

Ｓグループ）

 
500

 
2022年1月

③借入金返済資金 504 2022年1月

④不動産取得資金（沖縄4物件） 1,046 2022年1月～4月

計 4,050  
 

（変更後）

 
具体的な使途

金額　百万円

（内、充当済み金額）

 
支出予定時期

①子会社取得に係る株式追加取得資金（ＮＣ

社）

2,000

（2,000）

 
2022年2月

②事業譲受及び子会社取得に係る追加資

金（ＮＳグループ）

500

（0）

 
2022年5月

 
③借入金返済資金

504

（504）

 
2022年1月

 
④不動産取得資金（沖縄4物件）

46

（23）

 
2022年1月～4月

 
⑤東京都内マンション用地

700

（700）

 
2022年2月

⑥子会社ハンドレッドイヤーズへの仕入資金

（５-ＡＬＡ関連製品）貸付

300

（300）

 
2022年2月
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計

4,050

（3,504）

 
 

※②事業譲受及び子会社取得に係る追加資金（ＮＳグループ）については、5月に支払う予定です。

※④不動産取得資金（沖縄4物件）について、2物件の手付金23百万円を支払っております。

 
（２）本新株予約権の発行により調達する資金の具体的な使途の変更

（変更前）

 
具体的な使途

金額　百万円

（内、充当済み金額）

 
支出予定時期

⑤不動産取得資金 3,431 2022年1月～2024年1月

計 3,431  
 

（変更後）

具体的な使途 金額　百万円

（内、充当済み金額）

支出予定時期

⑦不動産取得資金 2,431

（0）

2022年1月～2024年1月

⑧不動産取得資金（沖縄4物件） 1,000

（0）
2022年4月～11月

計 3,431

（0）

 
 

※上記⑤不動産取得資金、⑦不動産取得資金、⑧不動産取得資金（沖縄4物件）については2021年12月7日発表の「第三

者割当による新株式及び第６回新株予約権の発行に関するお知らせ」と付番を合わせております。

※上記⑧不動産取得資金（沖縄4物件）について、新株予約権行使による取得資金が不足する場合には手元資金を充当す

る予定であります。

 
３．沖縄4物件の変更の概要

当社は、取得を検討しておりました沖縄4物件のうち、沖縄県国頭郡金武町案件につきまして、取得相手先（売主）と

の交渉継続が困難であることから取得を見送り、新たに沖縄県浦添市伊祖案件を取得することといたしました。

 
４．資金使途変更の概要

（変更前）

具体的な使途 内訳 金額（百万円）

（内、充当済み金額）

支出予定時期

 
⑧不動産取得資金

（沖縄4物件）

沖縄県豊見城市根差部  
 

1,000

（0）

 
 
2022年４月～11月

沖縄県国頭郡金武町

沖縄県沖縄市胡屋

沖縄県うるま市具志川
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（変更後）

具体的な使途 内訳 金額（百万円）

（内、充当済み金額）

支出予定時期

 
⑧不動産取得資金

（沖縄4物件）

沖縄県豊見城市根差部  
 

1,000

（4）

 
 
2022年４月～11月

沖縄県浦添市伊祖

沖縄県沖縄市胡屋

沖縄県うるま市具志川
 

※物件ごとの取得金額については、取得相手先（売主）の意向により、非開示とさせていただきます。

※不動産取得資金（沖縄4物件）について、新株予約権行使による取得資金が不足する場合には手元資金を充当する予定

であります。

 
（変更前）

所在地 沖縄県国頭郡金武町

土地面積 約2,400坪

取得予定時期 2022年４月

用途 開発許可取得後、許可付き素地として戸建て建設及び販売業者へ販売を想定
 

（変更後）

所在地 沖縄県浦添市伊祖

土地面積 約103坪

取得予定時期 2022年６月

用途 戸建て用地として戸建て建設及び販売業者へ販売を想定
 

※物件ごとの取得金額については、取得相手先（売主）の意向により、非開示とさせていただきます。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年５月13日

株式会社アジアゲートホールディングス

取締役会  御中

 

フ ロ ン テ ィ ア 監 査 法 人

東 京 都 品 川 区
 

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 藤井　幸雄  
 

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　久継  
 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アジ

アゲートホールディングスの2021年10月１日から2022年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（2022年１月１日から2022年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年10月１日から2022年３月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アジアゲートホールディングス及び連結子会社の

2022年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎

となる証拠を入手したと判断している。

 
強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、2022年4月28日及び2022年5月11日において第三者割当による新株式及び

第6回新株予約権の発行に係る調達資金の使途及び支出予定時期に関する変更がなされている。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
その他の事項

会社の2021年９月30日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監

査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2021年５月14日付けで無限定の結論を表明して

おり、また、当該連結財務諸表に対して2021年12月28日付けで無限定適正意見を表明している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること
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が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガード

を講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

                  以　上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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